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次世代育成支援のための

新たな制度体系の設計に向けた

基本的考え方
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（放課後子どもプラン）

次世代育成支援に関係する制度の現状

放課後子ども教室
（18年度までは地域子ども教室推進

事業、文部科学省）

０歳 青少年期６歳３歳１歳

地域子育て支援

保 育
放課後児童

９歳

放課後
児童クラブ

幼 稚 園

勤務時間短縮等の措置

働 き 方

・延長保育（8,976か所〈民間保育所〉）

・休日保育 （798か所）

・乳幼児健康支援一時預かり（派遣型含む688か所）

・児童館（4,716か所）（17.10.1現在）

（文部科学省）

経済的支援
児 童 手 当

育児休業給付

母子保健事業

出産手当金

出産育児
一時金

（努力義務）

※特記ないものは平成18年度

実績

（8,318か所、参加子ども数2,109万人（延べ））
（13,723か所、171万人）

（19.5.1現在）

（16,685か所、74.9万人）
（19.5.1現在）

小学校卒業まで
第1子、第2子月額5,000円、第3子以降月額10,000円

（3歳未満については第1子から月額10,000円）
1出産児に対して35万円

（分娩費用等に充当）

休業取得期間に対して休業前賃金の40%
（19年10月からは50%）が支給

標準報酬日額の
3分の2が支給

育児休業

母性健康管理、
母性保護

子どもが満1歳まで（保育所に入所できない
場合等は最大1歳半まで）取得可

産前6週、産後8週
（勤務させることが禁止）

通院のための休暇、通勤緩和、時
間外労働等の制限など

短時間勤務、フレックスタイム、始業・就業時間の繰上げ・繰下げ、所定外労働の免除、託
児施設の設置運営などのいずれかの措置の実施を事業主に義務付け

産前産後
休業

認可保育所 （22,848か所、202万人）（19.4.1現在）

（延長保育・休日夜間保育・特定保育）

（認定こども園 105か所（19.8.1現在） ）

母子健康手帳交付
妊婦健診

乳幼児健診（（３ヶ月）・１歳半・３歳）／母子保健指導

全戸訪問 育児支援家庭訪問

認可外保育施設・事業所内託児施設等 （7178箇所18万人（18.3現在））

家庭的保育事業 ／ 病児・病後児保育

地域の子育て支援事業
・一時預かり事業（6727か所）
・トワイライトステイ事業（236箇所）
・ショートステイ事業（511箇所）
・地域子育て支援拠点（4，363か所）
・ファミリー･サポート･センター （480か所）

社会的養護に関する事業 （乳児院120箇所・児童養護施設559箇所等）

児童館

母子保健

社会的養護
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保育サービスの全体像

延長保育

開所時間：１１時間 11時間超分

夜間保育（通常保育）
開所時間：１１時間

保育所（通常保育）
保育所運営費

（負担金）

月
火
水
木
金
土

特定保育
（週２～３日or
半日の

部分的利用）

トワイライトステイ
（夜間養護等事業）

時間軸：（早朝） （深夜）

認可外保育施設

幼稚園 預かり保育

家庭的保育

４時間
例）９：００から

児童育成事業
（補助金）

ソフト交付金
（補助金）

ソフト交付金
（補助金）

児童育成事業
（補助金）

児童育成事業
（補助金）

※上乗せ経費分

保育所運営費
（負担金） ＋

事業所内託児施設
雇用保険助成金

（補助金）

例：１１：００から ２２：００まで

例）７：００から 例）１８：００まで

病児・病後児保育
児童育成事業

（補助金）

例：１８：００から 例）２２：００まで

休日保育（日曜・祝日等） 児童育成事業
（補助金）

日
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「新待機児童ゼロ作戦」について（概要）

働きながら子育てをしたいと
願う国民が、その両立の難し
さから、仕事を辞める、あるい
は出産を断念するといったこと
のないよう、

○ 働き方の見直しによる

仕事と生活の調和の実現

○ 「新たな次世代育成

支援の枠組み」の構築

の二つの取組を「車の両輪」と
して進めていく。

希望するすべての人が安心
して子どもを預けて働くことが
できる社会を目指して

保育施策を質・量ともに充
実・強化するための「新待機
児童ゼロ作戦」を展開

○保育サービスの量的拡充と提供手
段の多様化 〔児童福祉法の改正〕

保育所に加え、家庭的保育（保育ママ）、認
定こども園、幼稚園の預かり保育、事業所内
保育施設の充実

○小学校就学後まで施策対象を拡
大

小学校就学後も引き続き放課後等の生活の
場を確保

○地域における保育サービス等の計
画的整備 〔次世代育成支援対策推進
法の改正〕

女性の就業率の高まりに応じて必要となる
サービスの中長期的な需要を勘案し、その絶
対量を計画的に拡大

○子どもの健やかな育成等のため、
サービスの質を確保

趣旨 目標・具体的施策 集中重点期間の対応

（※）「仕事と生活の調和推進のための行動指針（平成19年12月）」
における仕事と生活の調和した社会の実現に向けた各主体の取組
を推進するための社会全体の目標について、取組が進んだ場合に
10年後（2017年）に達成される水準

希望するすべての人が子どもを預けて働くこ
とができるためのサービスの受け皿を確保し、
待機児童をゼロにする。特に、今後３年間を
集中重点期間とし、取組を進める。

＜１０年後の目標＞

・保育サービス（３歳未満児）の提供割合 20％
→ 38％ （※）
【利用児童数100万人増（０～５歳）】

・放課後児童クラブ（小学１年～３年）の
提供割合 19％ → 60％ （※）
【登録児童数145万人増】

当面、以下の取組を進めるとともに、集中

重点期間における取組を推進するため、

待機児童の多い地域に対する重点的な支

援や認定こども園に対する支援などについ

て夏頃を目途に検討

⇒ この目標実現のためには
一定規模の財政投入が必要

税制改革の動向を踏まえつつ、
「新たな次世代育成支援の枠組み」
の構築について速やかに検討。


